
Ⅱ　要　　　　　旨

１．概　　況

1999年度の全産業設備投資実績見込（以下工事ベース。増減率は対前年度比）は、3.4％

減と３年連続の減少となる。2000年度計画は、製造業（0.3％増）、非製造業（0.2％増）とも

に増加に転じ、全産業（0.2％増）では４年ぶりの増加となる。

２．1999年度設備投資実績見込

99年度の全産業設備投資実績見込は、非製造業（0.8％増）が３年ぶりに増加するものの、

製造業（11.8％減）が２年連続の減少となることから、全産業（3.4％減）では３年連続の減

少となる。

３．2000年度の設備投資計画

（１） 2000年度の設備投資計画は、製造業（0.3％増）、非製造業（0.2％増）とも増加に転じ、

全産業（0.2％増）では４年ぶりの増加となる。

（２）製造業（0.3％増）では、食品や鉄鋼が前年度の大型投資の剥落から大きく減少するの

を始め、自動車、一般機械などでも抑制が続くが、世界的な半導体市場の活況や液晶表示

板の需要拡大を背景に電気機械（半導体、液晶など電子部品）、精密機械（半導体製造装

置）、窯業・土石（液晶ディスプレイ用ガラス）が大幅増となり、全体では３年ぶりに増

加となる。

非製造業（0.2％増）では、通信・情報が情報サービスの減少などから２年連続の減少と

なるのを始め、不動産、建設でも減少が続き、また鉄道やサービスも首都圏の新線建設や

大型テーマパーク建設のピーク越えから減少に転じるものの、卸売・小売が大店立地法施

行を控えた出店前倒しの影響から増加となり、また、電力、リースも増加の計画となって

いることから、全体では２年連続の増加となる。

（３）上・下期別動向を対前年同期比でみると、2000年度上期は全産業で10.0％の増加、下期

― 9―

設備投資は下げ止まり

―牽引役は電気機械関連に集中―
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1999・2000年度の設備投資動向

（単位：億円，％）

（注）修正率(％)＝　今回調査（2000／２）－１　×100�前回調査（    99／８）�

1999年８月調査との比較（共通会社ベースの修正率）

（単位：％）
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は7.8％の減少となる。

（４）前回調査（99年８月）と比較すると、製造業（2.8％増）、非製造業（7.5％増）ともに上

方修正され、全体では6.9％の上方修正となっている。

（５）投資動機のウエイトを製造業についてみると、素材型、加工・組立型ともに「能力増

強」、「新製品・製品高度化」、「研究開発」が上昇する。このうち「能力増強」は、電気機

械や食品など多くの業種が上昇するが、化学や自動車などの業種は低下しており、全体で

も依然低水準である。また「新製品・製品高度化」は自動車など加工組立型の業種が牽引

するほか、「研究開発」は一般機械や自動車などの業種が低下し企業別での目立った動き

もあまりみられない。「合理化・省力化」と「維持・補修」はともに低下する。

他方、非製造業では、６割強を占める「能力増強」のウエイトが低下する。

（６）土地投資は、製造業、非製造業ともに減少し、全体で53.6％減と前年度を大幅に下回る

計画となっている。なお、設備投資に占める土地投資の割合は、2.6％となっている。

（７）設備投資のキャッシュフロー（純損益＋減価償却費）に対する比率は、収益改善を見込

む企業の増加を受けて、製造業、非製造業ともに低下する。

（８）外資系企業（外資比率1/3超。会社数141社）の国内設備投資（6,844億円）は、電気機

械や輸送用機械、化学など製造業での増加により13.9％増となる。なお、外資系企業の設

備投資が全企業に占めるウエイトは2.8％である。

４．2000年度設備投資計画の特徴

製造業、非製造業ともに微増となり、前年度まで３年連続減少してきた設備投資はようや

く下げ止まってきたが、牽引役は製造業の一部業種にとどまっている。

製造業では、電気機械が、国内外の需要拡大を背景に半導体、液晶ディスプレイ主体に大

幅増となり、これに関連して精密機械や窯業土石なども大きく増加する。これに対し、波及

効果の大きい自動車やウエイトの大きい化学では抑制基調が続くうえ、食品や鉄鋼では前年

度の大型投資の剥落から大きく減少するなど、牽引役は一部業種にとどまっている。ただ

し、抑制・減少している業種の中にも、生産効率の改善などを目的に事業所の再編投資を行

う企業が散見されるなど、抑制一色だった前年と比べると、投資姿勢に変化もみられる。

非製造業では、前回投資拡大時の牽引役であった通信・情報が固定電話やPHSでの投資削

減などから減少するほか、増加計画となっている電力も経営効率化要請の一層の高まりを受

けて下方修正の可能性があるなど、引き続き基調は弱い。

しかし、携帯電話がサービス高度化に伴う需要増に対応して増加を続け、リースが情報関



連機器への需要増を見込んで増加の計画となっているほか、卸売・小売でも情報技術を活用

した新しいサービスの導入に伴うシステム投資があるなど、ウエイトは低いながらも情報関

連の投資には底固さがみられる。
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1999・2000年度　業種別設備投資動向
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1999・2000年度　主要業種別設備投資動向

（単位：億円，％）

（注）その他の製造業：出版印刷、ゴム、金属製品、その他製造業
その他の非製造業：漁業、鉱業、その他非製造業
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設備投資・キャッシュフロー比率

―主業基準分類― （単位：％）

（注）設備投資・キャッシュフロー比率とは〔設備投資÷（純損益＋減価償却費）〕×100


